取引主任者・取引主任者証
１ 取引主任者（１） ／問題編（９問） 同／解答解説編
２ 取引主任者（２） ／問題編（９問） 同／解答解説編
３ 取引主任者証（１）／問題編（８問） 同／解答解説編
４ 取引主任者証（２）／問題編（11問） 同／解答解説編
□■ １ 取引主任者（１）／問題編
【問１】
甲県内に所在する事務所の専任の宅地建物取引主任者（以下「取引主任者」）は，甲県知事
による法第18条第１項の登録を受けている者でなければならない。（13-31-3）
【問２】
宅地建物取引業に係る営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年は，専任の取引
主任者となることはできないが，専任でない取引主任者となることができる。（5-37-1）
【問３】
宅地建物取引業者である法人Ａの事務所において，宅地建物取引業に係る営業に関し成年者
と同一の行為能力を有する20歳未満の者（婚姻はしていない）である取引主任者は，Ａの役員
であるときを除き，成年者である専任の取引主任者（専任主任者）となることができない。
（8-43-4）（2-35-3）
【問４】
宅地建物取引業者である法人Ｆの取締役Ｇは取引主任者であり，本店において専ら宅地建物
取引業に関する業務に従事している。この場合，Ｆは，Ｇを本店の専任の取引主任者の数のう
ちに算入することはできない。（19-30-4）
【問５】
宅地建物取引業を営む株式会社にあっては，当該会社の監査役を専任の取引主任者として置
くことができる。（2-35-2）
【問６】
事務所に置かれる政令で定める使用人が取引主任者となったときは，その者は，その事務所
に置かれる専任の取引主任者とみなされる。（5-37-4）
【問７】
宅地建物取引業者である法人Ａ（甲県知事免許）の事務所において，専任の取引主任者で成
年者であるもの（専任主任者）に１名の不足が生じた場合に，Ａの役員であり，かつ，当該事
務所で宅地建物取引業以外の業務に従事していた取引主任者Ｄを主として宅地建物取引業の業
務に従事させることとしたとき，Ａは，専任主任者の変更について甲県知事に届出をする必要
はない。（8-43-3）
【問８】
宅地建物取引業者は，既存の事務所に置かれている成年者である専任の取引主任者の数が国
土交通省令に規定する数を下回ったときは，直ちに，当該事務所を閉鎖しなければならない。
（18-36-1）（7-50-1）（4-49-2）
【問９】
宅地建物取引業者Ｄは，その事務所の専任の取引主任者Ｅが３か月間入院したため，法第15

条に規定する専任の取引主任者の設置要件を欠くこととなったが，その間，同条の規定に適合
させるために必要な措置を執らなかった。この場合，Ｄは指示処分の対象になるが，業務停止
処分の対象にはならない。（19-30-3）
＊＊＊ １ 取引主任者（１）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［業務地の範囲］
取引主任者資格登録を受けていれば，全国に所在する事務所の専任の取引主任者になること
ができます。甲県知事の登録でなくても，甲県内の事務所の専任の取引主任者となることがで
きるのです。
【問２】× ［行為能力を有しない未成年者］
宅建業に係る営業に関し，成年者と同一の行為能力を有しない未__________成年者は，登録の欠格事由
に該当するため，原則として登録を受けることができません。
登録を受けられない以上，取引主任者証も交付されませんから，専任かどうかに関係なく，
取引主任者となることができないのです。
【問３】○ ［行為能力を有する未成年者］
専任の取引主任者は，成年者でなければなりませんから，宅建業に係る営業に関し成年者と
同一の行為能力を有する未成年者は，原則として，取引主任者になることはできても，専任主
任者にはなれません。
ただし例外として，未成年者が法人の役員であるときには，自ら主として業務に従事する事
務所等においては，専任主任者とみなされます。
☆★ 押さえておこう！ ──未成年者と専任の取引主任者
未成年者
（原則）取引主任者になれない
（例外）取引主任者になれる専任の取引主任者
宅建業に係る営業に関し（原則）なれない
成年者と同一の行為能力⇒⇒ （例外）専任になれる
を有するとき・宅建業者であるとき
・営業の許可を受けたとき・法人の役員であるとき
・婚姻したとき・婚姻したとき
＊ 例外として取引主任者になれても，原則として専任の取引主任者にはなれません。
【問４】× ［役員と専任の取引主任者］
法人の役員が同時に取引主任者であるときは，その役員が主として業務に従事する事務所等
においては，その事務所等に置かれる成年者である専任の取引主任者とみなされます。
したがって，取引主任者である取締役Ｇを「本店」の専任の取引主任者数に算入することが
できます。
【問５】× ［監査役と専任の取引主任者］
「監査役」は，業務監査をする者であって，宅建業に従事する者とはいえません。したがっ
て，監査役が取引主任者であっても，専任とすることはできません。
【問６】× ［政令使用人と専任の取引主任者］
宅建業者が法人の場合，その役員が取引主任者であるときは，その者は，その事務所に置か
れる専任の取引主任者とみなされます。しかし，政令使用人は役員ではありませんから，専任
の取引主任者とはみなされません。
【問７】× ［役員である取引主任者］
役員であり，かつ，取引主任者であるＤが，宅建業以外の業務から主として宅建業の業務に
従事するようになれば，Ｄは専任の取引主任者とみなされるため，その氏名に変更があったこ
とになりますから，Ａは，変更の届出をする必要があります。
＊ 事務所ごとに置かれる成年者である専任の取引主任者の氏名は，変更の届出事項でした。
【問８】× ［専任の取引主任者の設置義務］
専任の取引主任者数が法定数に欠けた場合，宅建業者は，２週間以内に必要な措置をとらな
ければなりませんが，直ちに，事務所を閉鎖する必要はありません。
【問９】× ［専任の取引主任者の設置義務違反］
専任の取引主任者の設置要件を欠いた場合に，２週間以内に必要な措置をとらなかったとき
は，業務停止処分の対象になります。また，宅建業法に違反した場合は，すべて指示処分の対
象とされます。
＊ ２週間以内に是正措置を講じないときは，監督処分のほかに，100万円以下の罰金に処せら
れます。
□■ ２ 取引主任者（２）／問題編
【問10】
宅地建物取引業者は，その事務所だけでなく国土交通省令で定める場所ごとに一定の専任の
取引主任者を置かなければならないが，これに抵触することとなった場合は，２週間以内に必
要な措置を執らなければならない。（14-36-3）
【問11】
宅地建物取引業者は，10戸以上の一団の建物の分譲について案内所を設置して行う場合，そ
の案内所において業務に従事する者の数に対する取引主任者の数の割合が１／５以上の成年者
である専任の取引主任者を置かなければならない。
（17-32-2）（2-35-4）（5-48-2）（13-32-2）（16-43-3）
【問12】
宅地建物取引業者Ａは，１棟100戸のマンションを分譲するために案内所を設置し，当該案
内所においては売買契約の申込みの受付のみを行うこととした。この場合，Ａは，当該案内所
に成年者である専任の取引主任者を置く必要がある。
（19-30-1）（6-39-3）（9-42-2）（11-36-4）
【問13】
Ｄは，宅地建物取引業者が業務に関し展示会を実施する場所であって，宅地又は建物の売買
の契約を締結する国土交通省令で定める場所（業務に従事する者11名）における唯一の専任の
取引主任者である。この場合，宅地建物取引業法の規定に違反しない。（14-31-2）
【問14】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）が，売主である宅地建物取引業者Ｂ（甲県知事免許）
から，120戸の分譲マンションの販売代理を一括して受け，当該マンションの所在する場所以
外の場所にモデルルームを設けて，売買契約の申込みを受ける場合，Ａは，モデルルームに成
年者である専任の取引主任者を置く必要があるが，Ｂは，その必要はない。（14-42-4）
【問15】
宅地建物取引業者が，宅地建物取引業法第35条の規定に基づき重要事項の説明をさせる場合
の取引主任者は，必ずしも成年者である専任の取引主任者である必要はない。
（12-31-1）（13-43-1）
【問16】
宅地建物取引業者は，その事務所に備える従業者名簿に，従業者が取引主任者であるか否か
の別を記載しなかった場合，業務停止の処分を受けることがあるが，罰金の刑に処せられるこ
とはない。（12-31-4）
【問17】
取引主任者は，法第35条に規定する重要事項を記載した書面に記名押印することが必要とさ
れており，建物の貸借の媒介であってもこれを省略することはできない。（18-36-4）
【問18】
都道府県知事は，その登録を受けている取引主任者が，他人に自己の名義の使用を許し，そ
の他人がその名義を使用して取引主任者である旨の表示をしたとき，当該取引主任者に対し，
必要な指示をすることができる。（17-32-1）（1-49-2）
＊＊＊ ２ 取引主任者（２）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問10】○ ［専任の取引主任者の設置義務──事務所等］
記述のとおりです。
宅建業者は，①事務所だけでなく，②国土交通省令で定める場所（案内所など）ごとに，一定
数の専任の取引主任者を設置しなければならず，これに欠けることとなった場合には，２週間
以内に是正措置をとらなければなりません。
＊ ①と②をあわせて，事務所等といいます。
【専任の取引主任者の法定数】
宅建業者の業務従事者の数に対して，取引主任者（みなされる者を含む。）の数の割合
① 事務所１／５以上となる数
② 案内所など１以上
【問11】× ［専任の取引主任者の設置義務──案内所］
「１／５以上」が誤りです。
案内所を設置して「10戸以上の一団」の建物分譲を行う場合には，その案内所に１名以上の
専任の取引主任者を置かなければなりません。
【問12】○ ［専任の取引主任者の設置義務──案内所］
売買契約の「申込みの受付のみ」を行う案内所であっても，成年者である専任の取引主任者
を置く必要があります。
案内所では，①契約を締結する場合だけでなく，②契約の申込みを受ける場合でも，１名以
上の成年者である専任の取引主任者を置かなければなりません。
＊ 契約を締結せず，その申込みも受けない案内所（契約行為等を行わない案内所）であれば，
置く必要はありません。
【問13】○ ［専任の取引主任者の設置義務──展示会等］
展示会等の催しを実施する場所で売買契約を締結する場合に，置かなければならない専任の
取引主任者の数は，業務従事者の数に対して１名以上ですから，Ｄが唯一の専任の取引主任者
であっても，宅建業法に違反することはありません。
【問14】○ ［専任の取引主任者の設置義務──代理・媒介をする業務施設］
他の宅建業者Ｂが行う一団のマンション分譲の代理をするＡが，モデルルームを設置して
「売買契約の申込みを受ける」場合には，Ａは，そのモデルルームに成年者である専任の取引
主任者を置く必要がありますが，依頼主Ｂはその必要はありません。
【問15】○ ［取引主任者による重要事項説明］
重要事項説明は「取引主任者」がすればよく，必ずしも成年者である「専任の取引主任者」
がする必要はありません。専任でなければできないという取引主任者の事務は，ないのです。
【問16】× ［従業者名簿］
「罰金の刑に処せられることはない」が誤り。
宅建業者は，その事務所ごとに，従業者名簿を備え，従業者の氏名，住所，「取引主任者であ
るか否かの別」など，所定事項を記載しなければなりません。
これに違反したときは，業務停止処分を受けるほか，50万円以下の罰金に処せられます。
【問17】○ ［重要事項説明書への記名押印］
取引主任者は，35条の重要事項説明書を交付するときには，必ず記名押印しなければならず，
これを省略することはできません。
＊ なお，宅建業者は，37条の書面を作成したときにも，取引主任者をして，その書面に記名押
印させなければなりません。
【問18】○ ［指示処分］
記述のとおりです。
都道府県知事は，その登録を受けている取引主任者が，他人に自己の名義の使用を許し，他
人がその名義を使用して取引主任者である旨の表示をしたときは，必要な指示（指示処分）を
することができます。
＊ また１年以内の期間を定めて，取引主任者としてすべき事務を行うことを禁止（事務禁止処
分）することもできます。
□■ ３ 取引主任者証（１）／問題編
【問１】
宅地建物取引主任者証（以下「取引主任者証」）の交付を受けようとする者は，国土交通大
臣が指定する宅地又は建物の取引に関する実務についての講習で，交付の申請前６月以内に行
われるものを，受講しなければならない。（2-39-1）（1-40-3）（4-38-1）
【問２】
取引主任者が登録の移転をしたとき，当該登録移転前に交付を受けていた取引主任者証は，
その効力を失う。（1-40-4）
【問３】
取引主任者が転勤して，登録の移転の申請をした場合，その移転後の取引主任者証の有効期
間は，登録の移転の申請の日から３年となる。（4-38-2）（2-39-3）（10-30-1）
【問４】
甲県知事から取引主任者証の交付を受けている取引主任者Ａが，乙県知事に対し宅地建物取
引主任者資格登録の移転の申請とともに取引主任者証の交付を申請したとき，Ａは，乙県知事
から新たな取引主任者証の交付を受けた後，１週間以内に甲県知事に従前の取引主任者証を返
納しなければならない。（11-31-1）（3-40-3）（2-39-4）（13-32-4）
【問５】
甲県知事の取引主任者証の交付を受けている取引主任者Ａが，乙県知事に登録の移転の申請
とともに，取引主任者証の交付の申請をした場合における取引主任者証の交付は，Ａが現に有
する取引主任者証に，新たな登録番号その他必要な記載事項を記入する方法で行わなければな
らない。（12-32-4）
【問６】
甲県知事から宅地建物取引主任者証の交付を受けている取引主任者は，その住所を変更した
ときは，遅滞なく，変更の登録の申請をするとともに，取引主任者証の書換え交付の申請を甲
県知事に対してしなければならない。
（20-33-3）（3-40-4）（4-38-4）（6-37-4）（10-30-3）（12-32-3）
【問７】
取引主任者は，重要事項の説明をするときは，相手方の請求がなくても，取引主任者証を提
示しなければならないが，この取引主任者証の表面には，取引主任者の勤務先も記載される。
（4-48-2）
【問８】
宅地建物取引業者である法人Ａ（甲県知事免許）の事務所において，専任の取引主任者で成
年者であるものに１名の不足が生じた場合に，Ａが，甲県知事から取引主任者証の交付を受け
ているＣを専任の取引主任者としたときには，Ｃは，同知事にその書換え交付を申請しなけれ
ばならない。（8-43-2）
＊＊＊ ３ 取引主任者証（１）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［取引主任者証交付と法定講習］
「国土交通大臣が指定する……実務についての講習」というのは，試験合格者が最初に行う
取引主任者資格登録のときの登録実務講習のことです。
「取引主任者証の交付」を受ける場合には，登録をしている都道府県知事の指定講習（法定
講習）で，交付の申請前６月以内に行われるものを受講しなければなりません（ただし，試験
合格日から１年以内の交付や，登録の移転による交付を除きます）。
☆★ 押さえておこう！ ──取引主任者になるまで
① ②
・２年以上の実務経験者
・国土交通大臣の⇒ 登録
登録実務講習修了者取引主任者資格者
↑ ③ ④
都道府県知事の法定講習→ 取引主任者証の交付
（更新含む） ↓
⑤ 取引主任者
【問２】○ ［取引主任者証の失効］
登録の移転があったときは，移転前の取引主任者証は効力を失います。
【問３】× ［登録移転後の取引主任者証の有効期間］
登録の移転後の新たな取引主任者証の有効期間は，従前の取引主任者証の有効期間の残存期
間です。「登録の移転の申請の日から３年」ではありません。
【問４】× ［登録の移転に伴う引換え交付］
乙県知事（事務所所在地の管轄都道府県知事）に対する登録の移転申請に伴う新たな取引主任
者証の交付は，手続上，現に有する取引主任者証と引換えに行われます。
つまり，「甲県知事に従前の取引主任者証を返納」するという手続きは認められていないの
です。
＊ 登録を移転すれば，移転前の旧取引主任者証は効力を失いますから，その取引主任者証を用
いて引き続き業務を行うことはできません。
【問５】× ［登録の移転に伴う引換え交付］
登録の移転申請とともに，取引主任者証の交付申請があったときは，現に有する取引主任者
証と引換えに，新たな取引主任者証が交付されます。
旧取引主任者証に，新たな登録番号等を記入する方法では行われません。
【問６】○ ［変更の登録と書換え交付］
取引主任者の氏名または住所は，①取引主任者資格登録簿の登載事項であり，かつ，②取引
主任者証の記載事項でもあります。
したがって，「住所を変更」したときは，①変更の登録申請とあわせて，②取引主任者証の
書換え交付を申請する必要があります。それも，遅滞なくです。
【問７】× ［取引主任者証の記載事項］
取引主任者証には，①氏名，生年月日，住所，②取引主任者証の有効期間の満了日，等が記
載されますが，「勤務先」は記載されません。
【問８】× ［書換え交付］
取引主任者が，新たに専任の取引主任者となっても，書換え交付は必要はありません。
☆★ 押さえておこう！ ──取引主任者証の書換え交付
① 氏名，または住所を変更したときは，変更の登録の申請とあわせて，取引主任者証の書換え
交付を申請しなければならない。
勤務先は，取引主任者証の記載事項ではないから，変更があっても書換え交付は必要ない。
② 書換え交付は，現に有する取引主任者証と引換えに新たな取引主任者証を交付して行われる。
ただし，住所のみの変更は，現に有する取引主任者証の裏面に，変更後の住所を記載する
ことをもってこれに代えることができる。
【取引主任者証の記載事項】
① 取引主任者の氏名，生年月日及び住所
② 登録番号及び登録年月日
③ 取引主任者証の交付年月日
④ 取引主任者証の有効期間の満了する日
注意事項
１ 取引の関係者から請求があったとき，又は重要事項説明のときは，本証を提示すること。
２ 登録が消除されたとき，又は本証が失効したときは，速やかに本証を返納すること。
３ 事務禁止の処分を受けたときは，速やかに本証を提出すること。
４ 本証は他人に貸与し，又は譲渡してはならない。
５ 本証を更新する場合は，交付申請前６月以内に行われる都道府県知事が指定する講習を受講
すること。
□■ ４ 取引主任者証（２）／問題編
【問９】
取引主任者は，法第35条に規定する重要事項の説明を行う際，取引の相手方から請求がない
場合でも必ず取引主任者証を提示しなければならない。（18-36-2）（13-32-1）
【問10】
宅地建物取引主任者証を滅失した取引主任者は，宅地建物取引主任者証の再交付を受けるま
で，法第35条の規定による重要事項の説明をすることができない。（13-31-4）（6-37-2）
【問11】
取引主任者は，宅地建物取引業法第35条の重要事項の説明を行う場合，相手方に取引主任者
証を提示しなければならないが，その相手方と初めて会ったときに取引主任者証を提示してい
れば，改めて提示する必要はない。（5-37-2）
【問12】
宅地建物取引業者Ａが，取引主任者をして宅地建物取引業法第37条に規定する契約内容を記
載した書面を相手方に交付させる場合には，取引主任者は，当該相手方から請求があったとき
に取引主任者証を提示すれば足りる。（11-36-2）
【問13】
取引主任者は，常時取引主任者証を携帯して，取引の関係者から請求があったとき提示する
ことを要し，これに違反したときは，10万円以下の過料に処せられることがある。
（6-37-1）
【問14】
取引主任者は，取引主任者証を亡失してその再交付を受けた場合において，亡失した取引主
任者証を発見したときは，速やかに，発見した取引主任者証をその交付を受けた都道府県知事
に返納しなければならない。（3-40-2）
【問15】
甲県知事の登録を受け，乙県内の宅地建物取引業者の事務所に勤務している取引主任者Ａが，
禁錮以上の刑に処せられ登録が消除された場合は，速やかに，取引主任者証を甲県知事に返納
しなければならない。（18-32-4）（1-40-1）（19-31-4）
【問16】
甲県知事から取引主任者証の交付を受けている取引主任者Ａが，乙県の区域内における業務
に関して乙県知事から事務禁止の処分を受けたとき，Ａは，１週間以内に乙県知事に取引主任
者証を提出しなければならない。（11-31-2）（2-39-2）（10-30-2）（13-32-3）
【問17】
取引主任者Ａは，甲県知事から事務の禁止の処分を受け，取引主任者証を甲県知事に提出し
たが，禁止処分の期間が満了した場合は，返還の請求がなくても，甲県知事は，直ちに取引主
任者証をＡに返還しなければならない。（17-32-4）（3-40-1）（11-31-4）
【問18】
甲県知事の登録を受けている取引主任者Ａは，取引主任者証の有効期間の更新を受けようと
するときは，甲県知事に申請し，その申請前６月以内に行われる国土交通大臣の指定する講習
を受講しなければならない。（10-30-4）（11-31-3）（18-32-3）
【問19】
Ｅは，自らが有する取引主任者証の有効期間が満了して半年になるが，宅地建物取引主任者
資格登録をしている都道府県知事が指定する講習を受講したので，当該取引主任者証の更新の
申請をせず，取引主任者としてすべき事務を行っている。この場合，Ｅは，宅建業法の規定に
違反する。（14-31-3）（6-49-1）
＊＊＊ ４ 取引主任者証（２）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問９】○ ［取引主任者証の提示］
記述のとおりです。取引主任者は，重要事項の説明をするときは，相手方からの請求がない
場合でも，必ず取引主任者証を提示しなければなりません。
＊ 重要事項説明時の提示義務違反は，事務禁止処分の対象となり，また，10万円以下の過料に
処せられます。
【問10】○ ［取引主任者証の提示］
取引主任者は，重要事項説明をするときは，必ず取引主任者証を提示しなければなりません。
したがって，取引主任者証を滅失したときは，再交付を受けるまで重要事項説明はできません。
【問11】× ［取引主任者証の提示］
取引主任者は，重要事項の説明をするときは，その都度，必ず相手方に取引主任者証を提示
しなければなりません。初回に提示していても，その後，事務の禁止処分を受ければ，取引主
任者としての事務を行うことができなくなりますから，これを防止するためにも，「改めて提
示」する必要があります。
【問12】○ ［取引主任者証の提示］
取引主任者は，重要事項説明のときには，相手方の請求がなくても取引主任者証を提示する
義務があります。
しかし，「契約内容を記載した書面を相手方に交付」する場合のように，重要事項説明以外
のときには，「相手方から請求があったとき」に提示すれば足ります。
【問13】× ［取引主任者証の提示義務違反］
取引の関係者から請求があったときは，取引主任者証を提示しなければなりませんが，これ
には罰則規定がなく，違反しても「10万円以下の過料に処せられる」ことはありません。
【10万円以下の過料──宅建業法で一番軽い罰則】（主に取引主任者証に関する違反）
① 返納義務違反──登録消除のとき，取引主任者証失効のとき
② 提出義務違反──事務禁止処分のとき
③ 提示義務違反──重要事項説明のとき
【問14】○ ［発見による返納］
記述のとおりです。取引主任者証を亡失してその再交付を受けた後に，亡失した取引主任者
証を発見したときは，速やかに，「発見した取引主任者証」をその交付を受けた都道府県知事に
返納しなければなりません。
【問15】○ ［取引主任者証の返納］
取引主任者は，①登録が消除されたとき，または，②取引主任者証が効力を失ったとき（登
録の移転があったときなど），③再交付後，亡失した取引主任者証を発見したときは，取引主任
者証を速やかにその交付を受けた都道府県知事に返納しなければなりません。
取引主任者証を保有させておく必要はないからです。
【返納事由】
① 消除による返納② 失効による返納③ 発見による返納
【問16】× ［取引主任者証の提出先］
甲県知事の登録・交付を受けている取引主任者が，乙県知事から事務禁止処分を受けたとき
は，速やかに，その取引主任者証を甲県知事に提出しなければなりません。
提出先は，処分をした知事ではなく，登録・交付をした知事です。
＊ 速やかに返納，速やかに提出。
【問17】× ［取引主任者証の返還］
事務禁止処分により，取引主任者証の提出を受けた都道府県知事は，禁止期間満了後，その
提出者から返還の請求があったときは，直ちに取引主任者証を返還しなければなりません。
「返還の請求」がないのに，知事のほうからすすんで返還する義務はありません。
【問18】× ［取引主任者証の有効期間の更新］
「国土交通大臣の指定する講習」が誤りです。
取引主任者証の有効期間の更新を受ける場合は，更新の申請前６月以内に行われる都道府県
知事の指定講習（法定講習）を受講する必要があります。
【問19】○ ［取引主任者証の有効期間の更新］
取引主任者証の有効期間は５年間で，更新しなければ失効します。したがって，都道府県知
事の指定講習（法定講習）を受講しても，更新せずに，取引主任者としてすべき事務を行えば，
宅建業法違反となります。
取引主任者証の交付を受けた取引主任者だけが，取引主任者としての事務を行うことができ
るのです。
□■ 目次
【宅建業法／営業保証金】（問題数２６問）
１ 営業保証金（１）／問題編（９問） 同／解答解説編
２ 営業保証金（２）／問題編（７問） 同／解答解説編
３ 営業保証金（３）／問題編（10問） 同／解答解説編
□■ １ 営業保証金（１）／問題編
【問１】
宅地建物取引業者は，免許を受けた場合において，主たる事務所と２ヵ所の従たる事務所を
開設するときは，営業保証金2,000万円を，いずれかの事務所のもよりの供託所に供託したう
え，その旨宅地建物取引業の免許を受けた国土交通大臣又は都道府県知事に届け出なければな
らない。（5-46-1）（10-37-1）
【問２】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）は，１棟50戸のマンションの分譲を行う案内所を甲県
内に設置し，その旨を甲県知事に届け出た後，営業保証金を追加して供託せずに当該案内所に
おいて分譲を開始した。Ａは，宅建業法の規定に違反しない。
（15-34-1）（4-43-2）（19-37-3）
【問３】
営業保証金の供託は，必ず，主たる事務所のもよりの供託所に金銭を供託する方法によらな
ければならない。（13-33-1）
【問４】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）が有価証券を営業保証金に充てるときは，国債証券に
ついてはその額面金額を，地方債証券又はそれら以外の債券についてはその額面金額の百分の
九十を有価証券の価額としなければならない。（11-38-1）（5-46-2）（6-45-1）
【問５】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）が，甲県の区域内に新たに二つの支店を設け宅地建物
取引業を営もうとする場合には，額面金額1,000万円の地方債証券を供託して営業保証金に充
てれば足りる。（17-33-1）（8-47-2）（9-34-3）
【問６】
宅地建物取引業者は，主たる事務所と従たる事務所を設けて営業を行うことについて免許を
受けた場合，主たる事務所について営業保証金を供託し，その旨を届け出ても，従たる事務所
の営業保証金を供託し，その旨を届け出ない限り，主たる事務所で営業を開始してはならない。
（4-43-1）
【問７】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）は，甲県知事の免許を受けた日から１月以内に，政令
で定める額の営業保証金を主たる事務所のもよりの供託所に供託し，かつ，その旨を甲県知事
に届け出なければ，事業を開始することができない。
（12-44-1）（1-43-1）（5-46-4）（18-34-1）
【問８】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）が，免許を受けてから１月以内に営業保証金を供託し
た旨の届出をしない場合は，甲県知事から届出をすべき旨の催告を受け，さらに催告が到達し
た日から１月以内に届出をしないと免許を取り消されることがある。
（10-37-2）（4-43-4）（8-47-1）（9-34-1）
【問９】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）は，営業保証金を供託しても，その旨を甲県知事に届
け出た後でなければ，事業を開始することができず，これに違反したときは，６月以下の懲役
に処せられることがある。（6-45-2）
＊＊＊ １ 営業保証金（１）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［もよりの供託所］
「いずれかの事務所のもよりの供託所」が誤りです。
営業保証金は，主たる事務所と従たる事務所をまとめて，主たる事務所のもよりの供託所に
供託しなければなりません。
「主たる事務所と２ヵ所の従たる事務所」を開設するときは，①主たる事務所につき1,000万
円，②従たる事務所につき，500万円×２＝1,000万円，合計2,000万円の営業保証金を，主た
る事務所のもよりの供託所に供託し，その旨を免許権者に届け出ることになります。
【問２】○ ［供託を要する事務所］
「案内所」は事務所ではありませんから，案内所について営業保証金の供託は不要です。営
業保証金を追加供託せずに案内所で分譲を開始しても，違反とはなりません。
営業保証金は，主たる事務所およびその他の事務所ごとに供託するのです。
【問３】× ［供託の方法］
営業保証金の供託は，金銭のほか，国債証券，地方債証券その他の有価証券で行うことがで
きます。つまり，①金銭のみ，②有価証券のみ，③金銭＋有価証券，のいずれかの方法による
ことになります。
【問４】× ［有価証券の価額］
有価証券の価額は──
① 国債証券については，額面金額の100％
②「地方債証券」・政府保証債券は，額面金額の90％
③「それら以外」の有価証券は，額面金額の80％ とされます。「百分の九十」ではありま
せん。
＊ なお，営業保証金の供託は，株式や手形で行うことはできません。
【問５】× ［営業保証金の額］
２つの支店を新設する場合，供託を要する営業保証金の額は，500万円×２＝1,000万円です。
「額面金額1,000万円」の地方債証券の価額は，1,000万円×90％＝ 900万円と評価されま
すから，100万円の不足となります。
【問６】○ ［営業保証金の供託と事業開始］
「主たる事務所と従たる事務所」を設けた場合，それぞれの事務所の営業保証金を供託し，
その旨の届出後でなければ，事業を開始できません。
たとえ，主たる事務所について営業保証金を供託し，届け出ても，従たる事務所の営業保証
金を供託し，その旨を届け出ない限り，主たる事務所で営業を開始することはできないのです。
【問７】× ［供託と事業開始］
宅建業者は，営業保証金を供託し，かつ，その旨を免許権者に届け出た後でなければ，事業
を開始できませんが，この供託・届出に期限はなく，「免許を受けた日から１月以内」にする
必要はありません。しかし，免許の日から３ヵ月以内に供託した旨の届出をしないときは，免
許権者からその届出をすべき旨の催告を受けることになります。
【問８】× ［供託届出の催告］
「免許を受けてから１月以内」が誤りです。
宅建業者は，免許を受けた日から３ヵ月以内に営業保証金を供託した旨の届出をしない場合，
免許権者から届出をすべき旨の催告を受け，催告が到達した日から１ヵ月以内に届出をしない
ときは，（実際に供託をしていても）「免許を取り消される」ことがあります。
【問９】○ ［供託の届出義務と罰則］
営業保証金を供託しても，供託した旨の届出をしないで事業を開始したときは，６月以下の
懲役，または100万円以下の罰金に処せられます（併科あり）。
のみならず，業務停止処分，免許取消処分など監督処分の対象にもなります。
□■ ２ 営業保証金（２）／問題編
【問10】
宅地建物取引業者は，事業開始後支店を１つ新設した場合には，当該支店のもよりの供託所
に営業保証金500万円を供託しなければならない。（8-47-3）（15-34-2）（18-34-2）
【問11】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）は，事業の開始後新たに１の支店を設置したときは，
500万円の営業保証金を供託しなければならないが，この供託をした後であれば，その旨の届
出をする前においても，当該支店における事業を行うことができる。（10-37-3）（1-43-2）
【問12】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）は，事業の開始後新たに事務所を設置したときは，２
週間以内に政令で定める額の営業保証金を主たる事務所のもよりの供託所に供託し，かつ，そ
の旨を甲県知事に届け出なければならない。（12-44-2）（15-34-3）（16-35-1）（20-34-1）
【問13】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）が，営業保証金を金銭のみで供託している場合で，免
許換えにより主たる事務所のもよりの供託所が変更したとき，Ａは，遅滞なく，変更前の供託
所に対し，変更後の供託所への営業保証金の保管替えを請求しなければならない。
（12-44-4）（2-36-2）（18-34-3）（20-34-2）
【問14】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）は，営業保証金の供託を現金と国債証券によって行っ
た後，主たる事務所を移転して供託所が変更になったときは，営業保証金の保管替えを請求す
ることができる。（6-45-3）（7-36-2）（11-38-4）
【問15】
宅地建物取引業者との取引により生じた債権であっても，内装業者の内装工事代金債権につ
いては，当該内装業者は，営業継続中の宅地建物取引業者が供託している営業保証金について，
その弁済を受ける権利を有しない。（13-33-4）（2-36-3）(11-38-3)（17-33-2･3）（19-37-1）
【問16】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）が，甲県内に本店と支店ａを設置して営業している場
合，Ａと支店ａで宅地建物取引業に関する取引をした者は，その支店ａにおける取引により生
じた債権に関し，500万円を限度として，Ａの供託した営業保証金の還付を請求することがで
きる。（9-34-2）（19-37-4）
＊＊＊ ２ 営業保証金（２）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問10】× ［もよりの供託所］
事業開始後，支店を新設した場合，その営業保証金500万円は，本店のもよりの供託所に供
託しなければなりません。
【問11】× ［事務所新設と事業の開始］
支店を新設したときは，１につき500万円の営業保証金を供託し，その旨の届出後でなけれ
ば，新支店で事業を行うことはできません。
【問12】× ［事務所新設と供託期限］
事業開始後，事務所を新設したときは，所定の営業保証金を供託し，かつ，その旨の届出を
しなければ，新事務所で事業を開始することはできません。
この場合，供託・届出に「２週間以内」という期限はありませんが，供託・届出をしない限
り，いつまでたっても新事務所で事業を開始することはできないことになります。
【問13】○ ［営業保証金の保管替え］
金銭のみで営業保証金を供託している宅建業者が，免許換えなどにより「主たる事務所のも
よりの供託所」が変更したときは，遅滞なく，費用を予納して，変更前の供託所に対し，変更
後の供託所への営業保証金の保管替えを請求しなければなりません。
＊ 保管替え請求は義務であって，任意のものではありません。
【問14】× ［営業保証金の保管替え］
営業保証金の保管替えを請求できるのは，金銭のみで供託している場合に限られます。
「現金と国債証券」で供託している場合には，保管替えを請求することはできません。この
場合には，移転後の主たる事務所のもよりの供託所に，遅滞なく，新たに営業保証金を供託し，
その後，移転前の主たる事務所のもよりの供託所から営業保証金を取り戻すことになります。
【問15】○ ［還付を受けられる債権］
営業保証金について弁済を受けられる権利は，宅地・建物の売買・交換など宅建業に関する
取引により生じた債権です。
「内装工事代金債権」は，宅建業者との取引により生じた債権であっても，宅建業に関する
取引によって生じた債権ではありませんから，内装業者は営業保証金から弁済を受けることは
できません。
＊ なお，宅建業者に対する広告代金債権や広告印刷代金債権も，宅建業に関する取引により生
じた債権とはいえません。
【問16】× ［営業保証金の還付限度額］
「500万円を限度として」が誤りです。
還付を受けられる限度額は，宅建業者が供託した営業保証金の額です。つまり，支店ａで宅
建業に関する取引をした者は，Ａの供託した営業保証金1,500万円（本店と支店ａの分）を限
度として還付請求できるのです。支店の営業保証金の額500万円ではありません。
□■ ３ 営業保証金（３）／問題編
【問17】
宅地建物取引業者は，営業保証金が還付されたためその額に不足を生じた場合，不足が生じ
た日から２週間以内に，その不足額を供託しなければならない。
（8-47-4）（1-43-3）（6-45-4）（7-36-3）（11-38-2）（18-34-4）
【問18】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）は，営業保証金の還付がなされ，甲県知事から政令で
定める額に不足が生じた旨の通知を受け，その不足額を供託したときは，２週間以内にその旨
を甲県知事に届け出なければならない。（16-35-4）
【問19】
宅地建物取引業者は，営業保証金の還付が行われ，営業保証金が政令で定める額に不足する
ことになったときは，通知書の送付を受けた日から２週間以内にその不足額を供託しなければ，
業務停止の処分を受けることがあるが，免許取消しの処分を受けることはない。
（13-33-3）（2-36-4）（20-34-4）
【問20】
宅地建物取引業者Ａは，甲県に本店ａと支店ｂを設けて，額面金額1,000万円の国債証券と
500万円の金銭を供託して営業している。この場合，Ａは，額面金額1,000万円の国債証券を
取り戻すため，額面金額が同額である地方債証券及び100万円の金銭を新たに供託したときは，
遅滞なく，甲県知事に営業保証金の変換の届出をしなければならない。
（7-36-1）（20-34-3）
【問21】
宅地建物取引業者は，宅地建物取引業に関し不正な行為をしたため，免許を取り消されたと
きは，その営業保証金を取り戻すことができない。（4-43-3）
【問22】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）が本店と２つの支店を有する場合，Ａが２つの支店を
廃止し，その旨の届出をしたときは，営業保証金の額が政令で定める額を超えることとなるの
で，その超過額1,000万円について公告をせずに直ちに取り戻すことができる。（16-35-2）
【問23】
宅地建物取引業者Ａは，甲県に本店ａと支店ｂを設けて，額面金額1,000万円の国債証券と
500万円の金銭を供託して営業している。この場合，Ａは，宅地建物取引業保証協会の社員と
なったときは，還付請求権者に対する公告をせず，直ちに営業保証金を取り戻すことができる。
（7-36-4）（1-43-4）
【問24】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）は，支店を廃止したため，Ａの営業保証金につき，Ａ
との宅地建物取引業に関する取引により生じた債権を有する者は３ヵ月以内に申し出るべき旨
の公告をしたが，申出がなかったので，営業保証金を取り戻した。この場合，Ａは宅建業法に
違反する。（15-34-4）（9-34-4）
【問25】
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）が営業保証金を取り戻すために公告をしたときは，２
週間以内にその旨を甲県知事に届け出なければならず，所定の期間内に債権の申出がなければ
その旨の証明書の交付を甲県知事に請求できる。（16-35-3）（10-37-4）（19-37-2）
【問26】
宅地建物取引業者は，取引の相手方に対し，取引が成立するまでの間に，取引主任者をして，
営業保証金を供託した供託所及びその所在地を説明させなければならない。
（5-46-3）（12-44-3）（17-33-4）
＊＊＊ ３ 営業保証金（３）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問17】× ［不足額の供託］
「不足が生じた日から」が誤りです。
不足額の供託は，免許権者から，不足額を供託すべき旨の通知書の送付を受けた日から２週
間以内にしなければなりません。
＊ 不足額の供託は，金銭に限らず，国債証券，地方債証券などの有価証券でも行うことができ
ます。
【問18】○ ［不足額の供託の届出］
営業保証金の「不足額を供託したとき」は，２週間以内にその旨を甲県知事（免許権者）に
届け出なければなりません。
＊ ２週間以内に供託，２週間以内に届出です。
【問19】× ［不足額の供託と業務停止処分］
「免許取消しの処分を受けることはない」が誤りです。
不足額を供託すべき旨の通知書の送付を受けた日から２週間以内に，その不足額を供託しな
い場合は，業務停止処分を受けることがあり，情状が特に重いときは免許取消処分を受けるこ
とがあります。＊ ただし，罰則はありません。
【問20】○ ［営業保証金の変換の届出］
額面金額1,000万円の国債証券に換えて，額面金額1,000万円の地方債証券（価額は1,000

万円×90％＝900万円）と100万円の金銭を供託するというように，営業保証金の変換のため
「新たに供託した」ときは，遅滞なく，免許権者に「営業保証金の変換の届出」をしなければ
なりません。
【問21】× ［営業保証金の取戻し──免許取消処分］
不正行為を理由に免許を取り消されたときでも，供託した営業保証金を取り戻すことができ
ます。営業保証金は，還付請求権者の債権を保護する制度であって，罰則ではありませんから，
宅建業者でなくなった以上，営業保証金を供託しておく必要はないのです。
＊ 取戻事由と取戻手続をまとめておこう。
【問22】× ［営業保証金の取戻し──支店の廃止］
２つの支店を廃止すれば，営業保証金が1,000万円超過しますから，これを取り戻すことが
できますが，この場合には，還付請求権者に対し申し出るべき旨の公告を必要とします。
「公告をせずに直ちに取り戻す」ことはできません。
【問23】○ ［営業保証金の取戻し──保証協会の社員］
保証協会の社員は，営業保証金を供託することを要しません。したがって，宅建業者が保証
協会の社員となった場合は，還付請求権者に対する公告をしないで，直ちに営業保証金を取り
戻すことができます。
＊ 公告をせずに直ちに取り戻すことができるのは，次の２つの場合だけです。
① 「金銭と有価証券」または「有価証券のみ」で供託した場合において，移転前の主たる事務
所のもよりの供託所に供託した営業保証金を取り戻すとき
② 保証協会の社員になったため，営業保証金の供託が不要になったとき
【問24】○ ［公告による申出期限］
「３ヵ月以内」では，宅建業法に違反します。
一部の事務所廃止により，営業保証金が超過した場合，その超過額を取り戻すためには，還
付請求権者に対し６ヵ月を下らない一定期間内に申し出るべき旨の公告をする必要があります。
【問25】× ［取戻公告の届出］
「２週間以内」が誤りです。
営業保証金の取戻しの公告をしたときは，遅滞なく，その旨を免許権者である甲県知事に届
け出なければなりません。
なお，公告期間内に債権の申出がなかったときは，「その旨の証明書の交付を甲県知事に請
求」することができます。
【問26】× ［供託所等に関する説明］
「営業保証金を供託した供託所及びその所在地」は，「取引が成立するまでの間に」宅建業
者が説明をするようにしなければなりませんから，取引主任者を含めた従業者に説明させれば
いいのです。必ずしも「取引主任者をして」説明させる必要はありません。
＊ なお，供託金額については，説明する必要はありません。
